
◆ 新たな「少子化社会対策大綱」を、令和 2年 5月 29日 に閣議決定。
◆ 基本的な目標として「希望出生率 1.8」 の実現を掲げ、目標実現のための具体的な道筋を示す狙い。

少子化社会対策大綱のポイン下タ
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● 2019年の出生数は86万 5′ 234人と過去最少 (「86万ショック」)
● 少子化の進行は、人口の減少と高齢化を通じて社会経済に多大な影響を及ぼす、国民共通の困難
● 少子化の背景にある、個々人の結婚や出産、子育ての希望の実現を阻む陰路の打破に強力に取り組む必要
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● 「希望出生率上8」 の実現に向けて、ライフステージに応じた総合的な少子化対策を大胆に進める
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10月からの無償化を着実に

● 更に強力に少子化劇策を推し進めるために必要な安定財源の確保について、国民各層の理解をイ9ま:がら、社会全体での
費用負担の在り方を含め、幅広く検討を進める

【理想の:召共査々を持たなしゞ里由σttξB人)】
子育てや教育にお金が力功`りすぎるから (69.8%)

● 新型コロナウイルスの流行は、安心して子供を生み育てられる環 t寛整備の重要性を改めて浮き彫りにした
● 非常時の対応にも留意しながら、事態の収束後に見込まれる社会経済や国民生活の変容も見通しつつ、総合的な少子化対策
を進める

新型コロナウイルス



025～ 34歳の未婚者に独身でいる理由を尋ねると、男女とも、「適当な相手にめぐりあわない」が
最も多い。

○ 次いで、男性については、「まだ必要性を感じない」「結婚資金が足りない」が多く、女性については、
「自由さや気楽さを失いたくない」「まだ必要性を感じない」が多い。
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出典 :国立社会保障・人日問題研究所「出生動向基本調査」 (独身者調査 )
注 :対象は、25～ 34歳 の未婚者。未婚者のうち何%の人が各項目を独身にとどまっている理由 (3つまで選択可)と してあげているかを示す。グラフ上の
数値は第 15回 調査の結果。
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資料 :国立社会保障・人口問題研究所「第15回 出生動向基本調査 (夫婦調査)」 (2015年 )
注 :対象は予定子ども数が理想子ども数を下回る初婚どうしの夫婦。予定子ども数が理想子ども数を下回る夫婦の割合は303%。
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